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「安心して心豊かに暮らすことのできる地域共生社会の実現」を 

目指して 

～「北海道地域福祉支援計画」の策定にあたって ～ 

 

 

子どもから高齢者まで、誰もが住み慣れた地域で、安心して心豊かに暮らすことが 

できる社会の実現は、私たち道民すべての願いです。 

 本道においては、少子高齢化による人口減少や人々の価値観の多様化、家族のつな 

がりの希薄化、支え合い機能の低下など、地域福祉を取り巻く状況が複雑化する中で、 

社会的孤立や生活困窮などの社会問題とともに、複合的な福祉ニーズを抱える方や既 

存の福祉制度のみでは十分な支援が受けられない、いわゆる制度の狭間にいる方の増 

加といった、様々な問題が顕在化しています。  

 こうした中、社会福祉法が平成 29年 6月に改正され、高齢者や障がいのある方、 

子ども等の福祉に関し、共通して取り組むべき事項や市町村における包括的な支援体 

制の整備に関する事項を盛り込んだ、地域福祉支援計画の策定が都道府県に求められ 

ました。 

  この「北海道地域福祉支援計画」では、こうした社会情勢や制度改正を踏まえ、平 

成 30年度から 6年間を計画期間とし、「人づくり」、「仕組み（基盤）づくり」、「地域 

づくり」の 3本の柱のもと、分野横断的に各種施策を展開していくこととしています。 

道としては、今後とも、市町村をはじめとする関係の皆様、道民の皆様とともに、 

地域共生社会の実現に向け取り組んでまいりますので、ご理解とご協力をお願い申し 

上げます。 

  結びに、「北海道社会福祉審議会」の委員の方々をはじめ、計画の策定にあたり、 

多大なご尽力を賜りました皆様に心から感謝申し上げます。 

 

 

平成 30年３月                      北海道知事 高 橋 はるみ                   
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第1章  計画の概要    
〇 少子高齢化等による急速な人口減少や価値観の多様化、地域における人々のつながりの 

希薄化などを背景として、高齢者や障がいのある方、子ども等に対する虐待や孤立死への

対応、生活困窮者への支援など、地域福祉をめぐる諸課題は複雑化・深刻化してきていま

す。 

 

〇 こうした中、道では、高齢者や障がいのある方、子ども等を含む全ての人々がお互いに 

支え合いながら、一人ひとりが役割を持ち活躍できる「地域共生社会」の実現をめざし 

て、分野横断的に共通して取り組むべき施策等を推進するため、新たに「地域福祉支援計 

画」を策定することとしました。        
〇 この計画は、社会福祉法第 108 条に規定する「都道府県地域福祉支援計画」として、市

町村が策定する地域福祉計画の達成に資するよう、広域的かつ一体的な見地から、地域福

祉の推進の支援に関する事項を一体的に定めるものです。 

 

〇 また、この計画は、「北海道総合計画」が示す政策の基本的な方向に沿って策定、推進 

する特定分野別計画であり、「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：

SDGs）」の達成に資するものです。         
 〇 この計画は、高齢者や障がい者等の関連する福祉分野の各個別計画の上位計画として位 

置づけることとし、その推進に当たっては、それぞれの分野に共通して取り組む事項等に 

ついて、地域住民や様々な機関・団体等が各々の役割を果たしつつ、互いに連携を図るこ 

ととします。 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

２ 計画の位置づけと性格 

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）」 

 2015年 9月の国連サミットで、「Transforming Our World：2030 Agenda for Sustainable 

Development（私たちの世界を転換する：持続可能な開発のための 2030 年アジェンダ）」が採

択され、2030年までの先進国を含む国際社会全体の開発目標として、17のゴール（目標）と

169のターゲットからなる「持続可能な開発目標(SDGs）」が定められた。   



- 2 - 

 

 

 

 〇 なお、子どもの福祉に関しては、道の少子化対策の特定分野別計画である「北の大地☆

子ども未来づくり北海道計画」と相互に連携し、一体的に展開することとします。        
〇 計画期間は、平成 30年度から平成 35年度までの 6年間とします。 

 なお、道は、この計画について、定期的に実態把握及び分析、評価、検証を行い、必要 

と認めるときは、計画を見直す等の措置を講ずることとします。 

    
〇 提供する福祉サービスの範囲については、道民にとって一番身近な市町村単位とするこ

とを基本としますが、専門性を必要とするサービス等については、限られた人材や施設の

偏在など、本道の地域特性を踏まえる必要があることから、第一次、第二次、第三次の圏

域を設定し、重層的な福祉サービスの提供体制づくりを進めます。 

  

〇 また、この圏域は、福祉分野の高齢者や障がい者等の個別計画において設定する圏域の 

基本とします。  
 第一次地域福祉圏（179圏域）   〇 住民の日常生活に密着した身近な福祉サービスを提供する基本的な地域単位とし、市 

町村行政区域とします。   第二次地域福祉圏（21圏域）   〇 第一次地域福祉圏のサービス提供機能を広域的に支援するとともに、比較的高度で専 

門性の高いサービスを提供する地域単位とします。 

 

第三次地域福祉圏（6圏域） 
  〇 高度で専門的な福祉サービスを提供する地域単位とし、「北海道総合計画」の６つの 

連携地域を考慮した地域単位としています。        
３ 計画の期間 

４ 圏域の設定 
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第 三 次 第 二 次 第 一 次 

 

道   南 

南渡島 函館市、北斗市、松前町、福島町、知内町、木古内町、七飯町、鹿部町、森町 

南檜山 江差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部町、奥尻町 

北渡島檜山 八雲町、長万部町、せたな町、今金町 

 

 

 

 

 

道   央 

札幌 札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新篠津村 

 

後志 

小樽市、島牧村、寿都町、黒松内町、蘭越町、ニセコ町、真狩村、留寿都村、 

喜茂別町、京極町、倶知安町、共和町、岩内町、泊村、神恵内村、積丹町、 

古平町、仁木町、余市町、赤井川村 

南空知 夕張市、岩見沢市、美唄市、三笠市、南幌町、由仁町、長沼町、栗山町、月形町 

中空知 
芦別市、赤平市、滝川市、砂川市、歌志内市、奈井江町、上砂川町、浦臼町、 

新十津川町、雨竜町 

北空知 深川市、妹背牛町、秩父別町、北竜町、沼田町 

西胆振 室蘭市、登別市、伊達市、豊浦町、洞爺湖町、壮瞥町 

東胆振 苫小牧市、白老町、安平町、厚真町、むかわ町 

日高 日高町、平取町、新冠町、新ひだか町、浦河町、様似町、えりも町 

 

 

 

道   北 

上川中部 
旭川市、鷹栖町、東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、

幌加内町 

上川北部 士別市、名寄市、和寒町、剣淵町、下川町、美深町、音威子府村、中川町 

富良野 富良野市、上富良野町、中富良野町、南富良野町、占冠村 

留萌 留萌市、増毛町、小平町、苫前町、羽幌町、初山別村、遠別町、天塩町 

宗谷 
稚内市、猿払村、浜頓別町、中頓別町、枝幸町、豊富町、礼文町、利尻町、 

利尻富士町、幌延町 

 

オホーツク 
北網 

北見市、網走市、大空町、美幌町、津別町、斜里町、清里町、小清水町、訓子府町、

置戸町 

遠紋 紋別市、佐呂間町、遠軽町、湧別町、滝上町、興部町、西興部村、雄武町 

 

十   勝 

 

十勝 

帯広市、音更町、士幌町、上士幌町、鹿追町、新得町、清水町、芽室町、中札内村、

更別村、大樹町、広尾町、幕別町、池田町、豊頃町、本別町、足寄町、陸別町、 

浦幌町 

釧路・根室 
釧路 釧路市、釧路町、厚岸町、浜中町、標茶町、弟子屈町、鶴居村、白糠町 

根室 根室市、別海町、中標津町、標津町、羅臼町 

6 圏 域 21圏域 179圏域 
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オホーツク

十 勝

宗谷

第二次地域福祉圏 ２１圏域

第一次地域福祉圏 １７９圏域

第三次地域福祉圏 ６圏域

留萌

上川北部

南檜山

北渡島檜山

西胆振

北網

南渡島

後志

十勝

釧路

日高

遠紋

根室

東胆振

札幌

中空知

富良野

北空知

南空知

上川中部

地域福祉圏の区域
(１７９市町村)

・第二次医療圏
・北海道高齢者保健福祉圏域
・北海道障がい保健福祉圏域

・北海道総合計画による連携地域（エリア）
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第2章 地域福祉を取り巻く現状と課題                  
（１）人口の推移・将来推計と少子高齢化の状況 

  〇 本道の人口は、平成 10年から減少を続け、現在も全国を上回るスピードで人口減少 

が続いており、このままの状況が続いた場合、平成 52 年には 100 万人以上減少し、 

419 万人になると推計されています。 

  〇 また、高齢化率が全国を上回る伸びとなっている一方で、出生数が減少し、合計特殊 

出生率は全国を下回って推移しています。 

  〇 このため、労働力人口の減少による経済活動や地域活動の停滞、社会保障を支える世 

代の負担増など、経済・社会の様々な面での影響が懸念されます。                                             （国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」）                                                     （厚生労働省「人口動態統計」）    
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１ 地域社会が抱える現状と課題 
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【高齢化の状況（高齢化率の推移）】     
（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」） 

 

【少子化の状況（合計特殊出生率等の推移）】                                                （厚生労働省「人口動態統計」）           
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（２）様々な世帯の状況等 

〇 本道における高齢者の単独世帯の割合は、全国を上回っており、今後も増加していく

ことが見込まれます。 

〇 また、ひとり親世帯の状況は、母子世帯、父子世帯ともに減少傾向にありますが、平

成 24年の母子世帯の年収で見ると、200 万円未満の世帯が 57.1％となっており低所得

層が多い状況がみられます。 

〇 平成 29 年 4月の生活保護世帯数は 123,937世帯、被保護者数は 164,986 人となって

おります。また、保護率は 3.07%と全国平均（1.69%）を上回っており、10年前と比べ

0.61%増加しています。 

  〇 平成 29 年 1月に実施した調査では、3 市で 44 人のホームレスが確認されており、そ

の数には、年ごとに大きく変動が見られます。 

  

  【一般世帯総数に占める高齢者単独世帯の割合の推移】                       （国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」）    【ひとり親世帯数】 

世帯区分 平成 22年 平成 27年 増 減（％） 

母子世帯 50,034 45,651 ▲8.8 

父子世帯 5,018 4,481 ▲10.7 

計 55,052 50,132 ▲8.9 

                                   （総務省「国勢調査」） 

［参考：母子・父子世帯の年収の推移］                                ［単位：％］ 

年収区分 世帯区分 平成 15年 平成 20年 平成 24年 全国（平成 23年） 

200万円未満 母 子 55.4 58.6 57.1 37.2 

父 子 13.9 16.3 20.5 12.0 

200～300万円未満 母 子 32.1 28.6 29.9 26.9 

父 子 23.7 27.9 30.4 19.0 

300万円以上 母 子 12.5 12.8 13.0 35.9 

父 子 62.4 55.8 49.1 69.0 

   北海道分：（公財）北海道民生委員児童委員連盟調査｢ひとり親家庭(父と子･母と子の家庭)の生活と意識に関する調査｣ 

     全 国 分：厚生労働省「全国母子世帯等調査」   
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【生活保護世帯の状況［平成 29 年 4 月（概数）］】           

区  分 
平成 19 年度     平成 29 年 4 月 

全  道 全  道 全  国 

被保護世帯数 93,541 123,937 1,637,405 

被保護者数（人） 137,570 164,986 2,131,676 

保 護 率（％） 2.46 3.07 1.69 

（平成 19 年度：厚生労働省「福祉行政報告例」、平成 29 年４月：厚生労働省「被保護者調査」） 

【ホームレスの状況】                              ［単位：人］ 

   ※ 毎年 1 月の任意の日を定めて目視調査を行った結果 

 

 

（３）その他の福祉に係る現状 

 ア 障がいのある方の現状 

  〇 本道の人口に占める障がいのある方の割合は、高齢化等の影響により、全ての障が 

い種別で年々増加しています。                                          
 

0

100,000

200,000

300,000

400,000
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身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者

身体障がい者 割合 知的障がい者 割合 精神障がい者 割合

区  分 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

札 幌 市  36 50 45 33 37 

苫小牧市  1 1 1 1 5 

旭 川 市   8  1 2 

函 館 市   7  4   

上富良野町  1     

計 45 59 50 35 44 

【障がい種別手帳交付者数の推移】                                  （北海道保健福祉部調） 

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

290,469 289,692 294,310 294,892 297,028 305,791 302,696 301,557 299,766 304,285 302,182

(人) 割合(%) 5.0 5.2 5.3 5.3 5.4 5.6 5.5 5.5 5.5 5.6 5.7

　知的障がい者 39,038 41,120 43,013 45,120 47,117 49,049 51,190 53,109 55,049 57,110 59,092

(人) 割合(%) 0.7 0.7 0.8 0.8 0.9 0.9 0.9 1.0 1.0 1.1 1.1

　精神障がい者 21,641 24,271 25,915 28,907 31,369 32,748 36,100 35,755 37,463 43,852 46,327

(人) 割合(%) 2.2 2.3 2.4 2.5 2.3 2.3 2.5 2.6 2.7 2.9 3.0

　身体障がい者

区分

（人） （％） 

（厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査」） 
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イ 認知症高齢者の現状と推計 

 〇 高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者も増加傾向にあり、厚生労働科学研究費補 

助金特別研究事業で示された将来推計値を本道にあてはめた場合、平成 37 年には、 

約 34 万 1,000人が認知症になると推計されます。 

 

【本道の認知症高齢者数の将来推計】 

区  分 平成 27 年 平成 32 年 平成 37 年 ［平成 37 年平均値］ 

（（①＋②）／２） 

①有病率が一定の場合 237,565 291,931 327,331  

約 341,000 （人） (有病率(%))  (15.7)  (17.2)  (19.0) 

②有病率が上昇する場合 242,104 305,510 354,896 

（人） (有病率(%))  (16.0)  (18.0)  (20.6) 

      （［有病率推計］厚生労働科学研究費補助金特別研究事業「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」） 

 

 

ウ 児童虐待に関する相談対応件数の現状 

〇 児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数については、全国的に増加して 

おり、本道においても平成 24年度以降、毎年増加し続けています。 

       

     【児童虐待に関する相談対応件数】   
（厚生労働省｢福祉行政報告例｣）         1,417 

1,644 1,675 1,593 1,515 
1,711 

2,089 

3,014 

3,900 

4,825 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（件） 



- 9 - 

 

 エ 介護職員の現状 

  〇 介護職員の有効求人倍率は、高齢化の進行に伴う介護需要の高まりなどもあって、

上昇傾向にあり、人材確保が困難となってきているほか、他の職業に比べて入職率・

離職率がともに高い状況にあります。 

 

【職業別有効求人倍率】                               ［単位：倍］ 

区 分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

ホームヘルパー 

・ケアワーカー 1.17 1.36 1.68 1.92 2.30 

全  職  業 0.57 0.74 0.86 0.96 1.04 

                              （北海道労働局調（北海道分）） 

【介護職員の現状と推計】                            ［単位：％］ 

区 分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

介護職員 

 

入職 24.8 23.8 24.1 22.2 22.6 

離職 19.8 18.5 18.5 20.1 20.0 

全職業※ 入職 14.8 16.3 17.3 16.3 15.8 

離職 14.8 15.6 15.5 15.0 15.0 

  介護職員：（財）介護労働安定センター 「介護労働実態調査」（北海道分） 

全職業 ：厚生労働省「雇用動向調査」 

                                 ※都道府県別の数値が未公表のため全国値を参考掲載   
オ 民生委員・児童委員の現状 

    〇 民生委員・児童委員の充足率は全国と比べると高い率で推移していますが、高齢 

化等の理由によって、担い手の確保が困難な市町村が増えてきています。 

  【民生委員・児童委員の状況】  

   （厚生労働省「福祉行政報告例」） 

 

 

 

 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

12,810 12,943

12,602 12,596 12,644 12,630 12,574

98.4 97.6 97.9 97.8 97.1

98.4 97.4 97.9 98.0 96.8

1,084
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1,082

12,912

233,911

1,081
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人

員
民生委員･児童委員(人) 230,199 230,060 231,339 231,689 230,739
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 カ 共生型地域福祉拠点の設置状況 

   〇 過疎化や単身高齢者の増加、少子化等に伴い、従来、地域や家庭内での支え合い

が希薄となっている中、高齢者や障がいのある方、子ども等と地域住民が一つの施

設の中で集い、交流していくことにより、互いに支え合いながら、地域で安心して

生活することができるよう、支え合いの活動の「場」として共生型地域福祉拠点の

整備を図っています。 

 

                                  

 

 

      
道内の市町村における地域福祉計画の策定状況は、平成 29年 4月 1 日現在で 90 市町村 

にとどまっており、平成 29年 6月の社会福祉法の改正の趣旨を踏まえると、全ての市町 

村で包括的な支援体制の整備が図られるよう、計画の策定や見直しを進めることが必要と 

なっています。 

 

【道内の地域福祉計画策定市町村(平成 29年 4月 1日現在)】                    

        

           区    分 市町村数 割合（％） 

策 定 済   90 50.3 

策定予定(H29)   12  6.7  

未 定   77 43.0 

計  179 100 

２ 市町村による地域福祉計画の策定状況 

【共生型地域福祉拠点設置市町村数】 

年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

市町村数 113 147 

（北海道保健福祉部調） 

（厚生労働省調） 
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  第 3 章 計画の基本的な考え方    
（１） 計画のめざす姿 

   この計画は、「安心して心豊かに暮らすことのできる地域共生社会の実現」に向け、 

関連分野が相互に連携し、道民の皆さまとともに推進していくことを基本とします。 

 

（２） 主な施策の体系 

計画のめざす姿を実現するため、地域福祉を支える多様な人材を安定的に確保・育成 

する「地域福祉を支える『人づくり』」をはじめ、地域におけるネットワークや制度を 

活用した「支え合いの『仕組み（基盤）づくり』」、地域を丸ごと巻き込み、地域住民が 

主体的に参加する「暮らしやすい『地域づくり』」といった３本の柱の下、実効性のあ 

る施策を着実に推進します。   
 

（３） 施策推進に当たっての基本姿勢 

〇 地域住民に最も身近な行政主体である市町村の地域福祉計画の取組を基本としつ

つ、人材育成や高度な専門性を必要とする取組など単独の市町村では解決しがたい事

項等については、広域的かつ専門的な見地から支援していきます。 

〇 従来の縦割りの制度では解決しがたい「制度の狭間」となる複合的な課題や福祉分 

野に共通して取り組むべき課題等の解決に向けて、様々な施策を展開していきます。  １地域福祉を担う人材の

確保と資質の向上

２地域福祉の核となる

次世代の育成

４権利擁護体制の充実

３災害時に備えた地域

支援体制の構築

２福祉サービスにおける

基盤整備の促進

１希望や自立につなぐ

セーフティネットの整備

４他分野との連携

３ユニバーサルデザインの

まちづくり

２住民主体による支え合い

の地域づくり

１地域福祉計画の推進

支援

②支え合いの

【仕組み(基盤)づくり】

③暮らしやすい

【地域づくり】

①地域福祉を支える

【人づくり】

施策

の柱

施

策

項

目

『安心して心豊かに暮らすことのできる地域共生社会の実現』

１ 基本方針 
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    大 項 目（施策の柱）                         中 項 目（施策項目）                            

 

 

               ➢ 障がいのある方の高齢化を含め、高齢者人口が増加していることなど

に伴い、介護予防の取組や認知症への対応、心身の状態に応じたケア

技術等、複雑・高度化するニーズに対応した福祉・介護サービスが求

められています。 

         ➢ 福祉・介護分野の離職率は高く、特に小規模市町村においては人口減 

少とも相まって、専門職の人材確保が困難となっており、その安定的 

な確保が大きな課題となっています。 

         ➢ 困りごとを抱えている人を地域で継続的に支援していくためには、専 

門職だけでなく、身近で福祉活動を担うボランティアやＮＰＯ等の確 

保が重要となっています。 

         ➢ 従来の縦割りの制度の下で従事する福祉の担い手がいる一方で、高齢 

者や障がい者、子ども等の制度を横断し、必要に応じ、各々の担い手 

と連携し、包括的な支援に導く地域福祉の中核となる人材の育成・確 

保が求められています。 

➢ 団塊の世代が大量に定年退職を迎える中、多様な経験を持ち、定年退 

職後も趣味や様々な活動に意欲的なアクティブシニアの活躍に期待が 

集まっています。             
　　　　　　 （１） 地域福祉を担う人材の確保と資質の向上

　　　　　　 （２） 地域福祉の核となる次世代の育成

１
地域福祉を支える

人づくり

　　　　　　 （１） 希望や自立につなぐセーフティネットの整備

             （２） 福祉サービスにおける基盤整備の促進

             （３） 災害時に備えた地域支援体制の構築

             （４） 権利擁護体制の充実

２
支え合いの

仕組み

(基盤)づくり

２ 主な施策の展開方向 

現  状 

・ 

課  題 

〇  人口減少・高齢化が進行する中、介護職員等の福祉専門職をはじめ、民生委員・児

童委員、ボランティア等の地域における福祉活動を担う人材を安定的に確保していく

ことや高度・複雑化する多様なニーズに応えるスキルの向上を図るための取組を進め

ます。 
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■ 専門職の人材確保と資質の向上 

〇  福祉・介護職員の資質向上に向け、職種や業務経験、多様なニーズに応じた総合的か

つ計画的な研修を実施するとともに研修を受講しやすい職場環境づくりを推進します。 

 

 〇  福祉人材センター等の関係機関と連携し、福祉・介護職場に勤務しようとする人に対 

する相談支援や研修の実施、就労支援等の取組を進めるとともに、地域における効果的 

な人材確保のあり方について検討します。 

 

〇  事業所内での人材育成等がより一層図られるよう、管理者に対するマネジメントに関 

する課題解決に向けた研修を実施します。 

 

〇  福祉・介護職員の職場定着を図り、離職を防止するため、事業所等の経営や労務管理 

の改善に向けた助言等を行うなど、労働環境の充実を図ります。 

 

〇  潜在的有資格者等の臨時的な介護事業所への派遣など、離職した福祉・介護分野の潜 

在的有資格者等の再就職に向けた支援を行います。   

■ 地域福祉を支える多様な人材の育成 

〇  幅広い住民の参画、交流を通じて地域の課題を見出し、共通認識をしてもらうととも

に、支援を「受ける側」とされていた人達が「支え手」として、地域福祉の取組に主体的

に参画できるよう、関係団体とも連携し、共生型コーディネーターやコミュニティソー

シャルワーカーの育成に取り組みます。               参考事例紹介                                〇 豊中市では、市内の小学校区を単位とする「校区福祉委員会」を組織して 

おり、制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サービスだけ 

では対応困難な事案の解決に取り組むコミュニティソーシャルワーカー 

（ＣＳＷ）が配置され、地域における見守り・発見・つなぎ機能の強化を図っ 

ています。 

〇 このコミュニティソーシャルワーカーは、豊中市地域福祉計画に基づき、市社協職員が担って 

おり、７つの生活圏域に 2名ずつ配置され、各々担当する校区福祉委員会の活動の支援に当たる 

とともに、校区福祉委員会と一体となって、地域とのつながりが希薄な人や制度の狭間にある人 

への支援にも力を入れ活動しています。 

主 な 取 組 

❏ 地域福祉を担う人材の確保と資質の向上  

 
 （大阪府 豊中市） 
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〇  関係団体と連携し、地域のニーズに応えるボランティア活動等の中核となる人材育成

のための研修を実施します。 

 

【ボランティア活動の中核となる人材の育成について】   
〇  若年層はもとより、第2の人生を控えた中高年齢者や定年退職後のアクティブシニア、

出産や子育て等の事情により離職中の方など、幅広い層に対し、福祉・介護のイメージ

アップや理解の促進を図り、多様な人材の参入を推進します。     
■ 福祉・介護に対する理解の促進 

〇  児童に対する体験学習等の取組を通じて、将来の福祉の専門職としてはもとより、地 

域福祉に係るボランティアやＮＰＯ、民生委員・児童委員等のほか、地域共生社会にお

ける福祉の担い手の育成・確保につなげます。 

 

〇  中高校生等に対し就業体験等の機会を提供するほか、高校や大学の進路指導窓口への

働きかけを強化し、福祉・介護の仕事の魅力を伝え、新規就労者の安定的な確保につな

げます。        ❏ 地域福祉の核となる次世代の育成  
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 大 項 目（施策の柱）                   中 項 目（施策項目）                                 
➢ 除雪や買い物など日常生活に困りごとを抱えた高齢者のみの世帯や 

子育て世帯をはじめ、だれもが安心して暮らせる地域をつくるためには、 

地域全体でともに支え合う体制づくりが必要です。 

➢ 生活困窮者が地域社会の中で自立した生活を営めるよう、支援の充実 

が求められています。 

         ➢ 高齢や障がいにより福祉的な支援を要する方が、矯正施設出所後に必

要な支援を受けられずに繰り返し犯罪を犯すケースも多いことから、社

会復帰に向けた適切な支援が必要となっています。 

                  ➢ 育児と親の介護を同時期に行わなければならない、いわゆるダブルケ 

アやひきこもりなど複数分野にまたがる、あるいは制度の狭間にある 

課題を解決するための制度横断的な支援体制の構築が求められていま 

す。 

          ➢ 誰もが日常生活や社会生活を円滑に送ることができるよう、交通手段       

の確保や移動支援のためのサービスの提供が求められています。 

          ➢ 適切な福祉サービスを安心して利用できるよう、社会福祉法人等の 

事業者の健全な運営と必要な情報の提供が求められています。 

➢ また、福祉サービスの質の向上やサービスの適切な選択に資するため、

第三者がサービスの質を評価し、結果を公表するとともに、サービスへ

の不満・苦情を適切・円滑に解決する仕組みの充実を図り、その活用に

ついての普及啓発を図ることが必要です。 

          ➢ 大規模な災害に備え、防災対策の充実・強化が求められており、特に、 

          高齢者や障がいのある方など災害時要配慮者に対する支援体制の確保 

が必要です。 

          ➢ 認知症や障がい等で判断能力が十分でない方が増加する中、こうした 

方々が地域で安心して自立した生活を送るための仕組みづくりが必要 

です。       
 

                （３） 災害時に備えた地域支援体制の構築

                （４） 権利擁護体制の充実

　　　　　　　 （１） 希望や自立につなぐセーフティネットの整備

                （２） 福祉サービスにおける基盤整備の促進

２
支え合いの

仕組み

(基盤)づくり

　　　　　　　 （１） 地域福祉を担う専門人材の確保と資質の向上

　　　　　　　 （２） 地域福祉の核となる次世代育成

１
地域福祉を支える

人づくり

現  状 

・ 

課  題 

〇  福祉的・医療的に様々な課題を抱え、「社会的孤立」や「制度の狭間」の中で支援が必

要な方を適切なサービスにつなげるほか、災害時対応や権利擁護の問題など福祉分野に

共通する課題の解決に向け、制度の適切な運用や地域におけるネットワークの構築等に

より地域で支え合う仕組み（基盤）づくりを推進します。 
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■ 地域福祉の基盤となる体制づくり 

〇 社会福祉協議会等と協働し、地域の特性に応じた市町村等の取組を支援します。 

 

〇 高齢者等の冬の生活支援や家庭での子育て等に関する悩みなど、地域の実情や住民の

ニーズに対応できるよう、民生委員・児童委員等による相談体制の充実・強化を図りま

す。 

 

〇 高齢者や障がいのある方、子育て世帯等に対する支援など、住民が主体的にボラン 

ティア活動に参加する気運の醸成を図ります。 

  

  〇 高齢や障がいにより福祉的な支援を要する累犯者等を必要な福祉サービス等につなげ 

ることができるよう、地域生活定着支援センター等による相談支援体制を確保します。   
■ 生活困窮者等の生活保障と自立支援 

   〇 住居や就労機会の確保をはじめ、生活困窮者が抱える多様かつ複合的な課題に対応す

るため、個々の世帯の状況や一人ひとりの心身の状態に応じた総合的な相談支援体制の

確保や必要な資金の貸付など、自立に向けた生活支援の取組を市町村や社会福祉協議会

のほか、地域の様々な関係団体等と連携して推進します。 

  

〇 生活保護受給者の自立に向け、福祉事務所による自立支援プログラムの策定のほか、 

自立相談支援機関とも連携した切れ目のない一体的な支援を推進します。 

 

〇 民間支援団体等と連携・協働した就労体験など、ホームレスの自立支援やホームレス 

を生み出さない地域社会づくりを推進します。 

 

  〇 貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、教育分野と福祉分野が連携し、適切に

情報共有を図りながら、生活保護世帯や生活困窮世帯の子ども等に対する学習支援など、

必要な環境整備と教育の機会の均等に向けた取組を推進します。         
❏ 希望や自立につなぐセーフティネットの整備  

主 な 取 組 
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【子どもの学習支援事業について】      
■ 地域での生活を支える基盤の確保   〇 市町村や民間事業者と連携し、高齢者や障がいのある方が心身の状態や生活環境に応 

じた生活を送れるよう、住まいや日中活動の場の確保等の基盤整備を促進します。 

 

〇 市町村や関係機関と連携し、高齢者や障がいのある方等に対する福祉有償運送の円滑 

な運用など、地域が主体となった移動手段の確保に向けた取組を推進します。   
■ 福祉サービスの質の一層の向上 

 〇 利用者が安心して福祉サービスを受けられるよう、社会福祉法人等に対する指導監査 

等を通じた社会福祉事業の適正な運営を徹底します。 

 

  〇 利用者が適切なサービスを選択できるよう、第三者機関による福祉サービスの評価及 

び結果の公表を促進します。 

 

  〇 北海道福祉サービス運営適正化委員会との連携など、福祉サービスに関する苦情を解 

決するための体制を確保します。        
世帯の状態

子どもの学習支援事業について

学 習 面

・高校進学のための学習希望

・勉強、高校卒業、就労等の

意識を感じられない

生 活 面

・家庭に居場所がない

・生活習慣や社会性が身に

ついていない

学習支援・

進路相談

高校中退

防止の取組
家庭訪問の

取組

居場所づく

り・日常生活

支援

親の養育

・子の養育について

の地域・関心の薄さ

・家庭が困窮状態に

ある

親への養育

支援

世帯全体の

支援

＜子どもの課題とその対応＞

＜家庭の課題とその対応＞

子どもの学習支援事業を通じて、子ども本人と世帯の双方にアプローチし、

子どもの将来の自立を後押し（貧困の連鎖防止）

❏ 福祉サービスにおける基盤整備の促進  
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〇 医療や介護、住まい、生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの包括的 

な支援体制の確保が一層図られるよう、同一事業所内で高齢者と障がいの福祉サービス 

を受けられる「共生型サービス」の提供体制の整備を推進します。    【共生型サービスについて】               
■ 災害時における地域の支援体制づくり 

  〇 道が策定した「災害時における高齢者・障がい者等の支援対策の手引き」に基づく市

町村等の関係機関、関係団体の取組を促進します。 

  

〇 災害時に支援を必要とする方が、迅速かつ安全に避難できるよう、社会福祉施設等に

おける非常災害対策計画や要配慮者利用施設における避難計画の作成を促進するととも

に、市町村における避難行動要支援者名簿を活用した情報共有等について周知を図るな

ど、市町村における平常時からの協力体制づくりが円滑に進むよう支援します。 

 

〇 市町村、関係団体、事業者等の災害派遣協定や避難受入れ協力等の連携を図るととも

に、高齢者や障がいのある方への情報提供やコミュニケーション支援等を充実させなが

ら、災害時における支援体制づくりを進めます。 

 

〇 施設関係団体と道との「災害時における社会福祉施設等の相互支援協定」に基づき、災

害発生時に、自力避難の困難な高齢者や障がいのある方等が入所する社会福祉施設等の

避難先確保や被災施設への人的・物的支援を行います。     
❏ 災害時に備えた地域支援体制の構築  

 

改　正　後

新たに共生型サービスを位置付け

※対象サービスは、①ホームヘルプサービス、②デイサービス、③ショートステイ等を想定

障がい福祉サービス事業所等

介護保険事業所

現　　　行

障がい福祉サービス事業所等

介護保険事業所

障

が

い

児

者

高

齢

者

高

齢

者

障がい児者 高齢者

障がい福祉サービス事業所等

介護保険事業所

共生型サービス事業所
新

障

が

い

児

者



- 19 - 

 

    〇 災害発生時の被災地域における受援力の向上に資するため、被災者ニーズの把握やボ

ランティアの募集、活動の調整等を行う市町村災害ボランティアセンターのセンター設

置・運営マニュアルの普及や、コーディネーター養成研修を通じた人材育成等の取組を

支援します。 

 

  〇 市町村が高齢者や障がいのある方等の要配慮者への支援体制を整備できるよう、福祉 

避難所の指定を促進するとともに、その設置・運営に必要な物資や器材、人材の確保へ 

の支援を行います。       ■ 利益を保護するための仕組みづくり   〇 市町村や関係機関、地域住民などを対象とした権利擁護のためのシンポジウムを開催

するなど、認知症や障がい等に対する理解の促進を図ります。 

 

  〇 認知症や障がい等により判断能力が十分でない方の利益保護のため、成年後見制度の

利用支援や「障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会」の取組等の権利擁護に関する

制度等について、関係団体等と連携しながら普及啓発に努めます。 

   

〇 市町村や地域の関係機関では対応困難な虐待等の事例に対して、高齢者虐待防止・相

談支援センターや障がい者権利擁護センター等による法律や医療等の相談対応などの専

門的な助言・支援を行います。                 
❏ 権利擁護体制の充実  
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 大 項 目（施策の柱）                    中 項 目（施策項目）                                     ➢ 市町村を中心として、地域住民や地域の多様な主体が、『我が事』とし 

て地域福祉の取組に参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸 

ごと』つながる「我が事・丸ごと」の地域づくりが求められています。 

➢ 平成 29年 6月の社会福祉法改正により、市町村地域福祉計画の策定が 

努力義務化されたことを踏まえ、未策定市町村における計画の策定を推 

進していくことが必要です。 

➢ 本道では、人口が 1万人に満たない小規模な市町村が約 7 割を占め、 

そうした地域では、社会資源にも乏しいことなどから、人材の育成・確 

保をはじめ単独の市町村では取組が困難な施策については、広域的な見 

地からの支援が必要です。 

   ➢ 北海道福祉のまちづくり条例に基づき、誰もが利用しやすい建物、道 

路、公園、公共交通機関等の整備を推進するとともに、在宅生活を支え 

る福祉用具や介護に関する適切な情報を提供するなど、ユニバーサルデ 

ザインの考え方に沿ったまちづくりが求められています。 

         ➢ 義務教育の終了を契機として、支援を必要とする子どもの家庭環境が

地域の中で見えづらくなり、社会的孤立等につながっていく場合もある

ことから、こうした状況の未然防止に向けた教育分野と福祉分野のさら

なる情報共有が求められています。        

➢ 耕作放棄地の再生や森林等の保全、空き家の利活用、商店街の活性化 

など、地域社会をめぐる様々な課題がある中で、地域福祉の推進に当た 

っては、他分野の施策とも連携を図り、福祉を通じてまちづくりを進め 

るといった視点を持って取り組むことが重要です。                
　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

　　　　　　　　（１） 地域福祉計画の推進支援

                 （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

                 （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

                 （４） 他分野との連携

３
暮らしやすい

地域づくり

 

              （２） 住民主体による支え合いの地域づくり

              （３） ユニバーサルデザインのまちづくり

              （４） 他分野との連携

　　　   　　（１） 地域福祉計画の推進支援

３
暮らしやすい

地域づくり

現  状 

・ 

課  題 

〇  これからの社会福祉にとって重要な「予防的福祉」の視点に立ち、地域の特性やニー 

ズに応じた市町村の地域福祉計画に基づく各種取組を支援します。 

また、近隣住民や民生委員・児童委員等による見守りや日常の地域活動といった住民 

主体の支え合いをはじめ、ユニバーサルデザインの考え方に沿ったまちづくりや他分野 

との連携・協働による「我が事・丸ごと」の地域づくりを推進します。 



- 21 - 

 

      ■ 地域福祉計画の策定等の支援   〇「地域福祉計画策定ガイドライン」（改訂版）の活用のほか、社会福祉協議会が策定す

る地域福祉実践計画（地域福祉活動計画）と一体的に策定している市町村など、参考と

なる事例や活用可能な補助事業の紹介等を通じ、市町村の計画策定等を支援します。   ■ 地域福祉計画等に基づく取組の支援   〇 地域福祉に関する普及啓発や先進的な取組に関する情報を提供するほか、市町村社会 

福祉協議会が策定する地域福祉実践計画とも連携し、地域の実情に応じた市町村ごとの 

取組を促進します。  
【地域福祉支援計画及び地域福祉計画、地域福祉実践計画について】 

                         
❏ 地域福祉計画の推進支援  

主 な 取 組 
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■ 支え合いの地域づくり 

〇 福祉的な支援を必要とする方々が安全で安心して暮らし、地域の中で孤立することが 

ないよう、市町村や社会福祉協議会等の関係機関や民生委員・児童委員、老人クラブ、 

町内会、民間事業者等による支援が重層的に提供される地域づくりを促進します。 

 

 

【支え合いの地域づくりについて】  
 

 

〇 市町村や関係機関、民間事業者等で構成する「地域での見守り活動推進会議」におい 

て、地域における取組状況や体制に関する情報共有を図るなど、関係者の連携・協働に 

よる地域での見守り活動を推進します。   
〇 共同募金運動をはじめ、民間等による支援の取組への理解促進を図り、住民や企業、団

体等からの協力の下、地域福祉の充実に向けた様々な活動を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

❏ 住民主体による支え合いの地域づくり  
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〇 地元企業や教育機関等と連携し、様々な既存の地域資源も活用しながら、高齢者や障 

がいのある方、子ども等が、地域住民とともに集い交流し、互いに支え合いながら、安 

心して生活することができる地域づくりが図られるよう、支え合いの活動の「場」とし 

て、「共生型地域福祉拠点」の整備を推進します。 

 

  〇 市町村やＮＰＯ、社会福祉法人等を対象に、「共生型地域福祉拠点」の考え方や先進的 

な取組事例の情報提供、意見交換を通じた普及啓発を行い、「共生型地域福祉拠点」の整 

備促進に向けた気運の醸成を図ります。 

                 
【共生型地域福祉拠点について】 
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取組事例紹介  「できることからはじめよう。」をキャッチ 

フレーズに、様々な活動を通して、地域 

住民とともにふれあう取組                                 
〇 別海町にあるＮＰＯ法人 スワンの家では、地域活動支援センター 

「いるあーる」を中心に、共生型小規模福祉施設ふれあいの家を運営 

しています。 

 

〇  ここでは、地域の方ならどなたでも利用できる「共生サロンひだま

り」や季節の移り変わりを肌で感じられる景色を眺めながら、お茶等

を楽しむ「カフェ 森のテラス」をはじめ、就労継続支援Ｂ型事業所 

であるパン・菓子工房や手づくり製品等を購入できるショップなど、

様々な取組を行う中で、各々の事業所 

利用者に合わせた作業を行っています。 

 

〇 また、「フリースペース きこりホール」での地域住 

民とのコンサート等のイベント開催など、地域住民の方 

々とふれあい、互いに支え合う活動の場としての各種取 

組を進めています。 

 

 

 

 

【公園の雑木林を眺めるカフェ】 

（北海道 別海町） 
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■ 誰もが暮らしやすい地域づくり   〇 北海道福祉のまちづくり条例の趣旨について普及啓発等を図り、人々が様々に交流で 

きる環境の整備と人にやさしい安らぎとゆとりのある空間の確保を目指し、誰もが安心 

して生活できる福祉のまちづくりの気運を醸成します。 

 

 〇 高齢者や障がいのある方、妊産婦等が道立施設を円滑に利用できるよう、必要なバリ 

アフリー化を進めるなど福祉環境の整備を図ります。 

  

  〇 条例の基準に沿った福祉的配慮に優れた公共施設等の整備や障がいのある方等の自

立・社会参加を支援するための福祉用具、団体等の活動を促進するため、表彰や資金の

貸付けなど各種の取組を推進します。 

 

〇 住み慣れた地域で誰もが安心して生活が営めるよう、在宅生活を支える福祉用具・介 

護技術等に関する相談や情報提供を行います。 

 

〇 ヘルプマークやヘルプカードの普及推進や障がい者等用駐車スペースへの理解促進の

ほか、学齢期からの福祉教育等を通じ、高齢者や障がいのある方に対する正しい理解を

深め、思いやりのある心を育む「心のバリアフリー」の推進に努めます。  
〇 国や道、市町村等の関係機関で構成する「北海道福祉のまちづくり推進連絡協議会」 

において情報共有や普及啓発に関する連携強化を図るなど、関係者が道民とも一体とな 

って福祉のまちづくりに取り組む体制を整備します。 

 

【誰もが暮らしやすい地域づくりについて】                 
❏ ユニバーサルデザインのまちづくり  
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■ 政策間連携の推進   〇 地域共生社会の実現に向け、「制度の狭間」で様々な課題を抱えた方に適切な支援が 

できるよう、保健・医療・福祉はもとより、雇用・就労、住まい、教育、産業など福祉以 

外の他分野の関連計画に基づく施策との横断的な連携の下、各種の取組を推進します。                                   
❏ 他分野との連携  
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取組事例紹介  基幹産業を通じて、あらゆる地域住民が集い、 

活動することのできる交流拠点となると共に、 

地産地消を促し経済も活性化させる取組 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 

（北海道 当別町） 

〇 当別町の社会福祉法人ゆうゆうでは、コミュニティ農園を併設し 

た障がい者就労施設「ぺこぺこのはたけ」を拠点として、レストラ 

ンや農園、駄菓子屋などの様々な活動を展開する中で、町内にある 

大学の学生ボランティアや地域のヘルパースタッフとともに、高齢 

者、障がいのある方、子どもなど、あらゆる地域住民が世代を超え 

て集い、地域で「暮らし」と「仕事」を『丸ごと』支える取組を行 

っています。 

 

〇 ここでは、障がいのある方が個々の得意分野

に応じ、地域住民と一緒に、地元の業者や農

家から仕入れた食材を調理し提供するレスト

ランの運営のほか、地域の子どもを集めたお

菓子づくり等の体験型学童保育、地域住民が

会員組織を結成し地域で互いに助け合う子育

て支援、高齢者の方が豊富な経験を活かし企

画する地域イベントの開催など、1つの施設

を拠点に多様な展開を図っています。 

 

〇 こうした様々な活動を通じ、障がいのある方の多様な就労の場の確保 

をはじめ、子どもの見守りや障がいのある方に対する子どもたちの理解 

の促進のほか、元農家で要介護状態にある高齢者が、様々な世代の地域 

住民と農作業を通じた交流の中で、生きがいの創出や認知症の周辺症状 

が改善されるなど、介護予防にも一定 

の効果が発揮されています。 

このほか、地産地消や農福連携の取 

組など他分野との連携による地域経済 

の活性化が図られ、あらゆる人と人、 

人と資源が、世代や分野を超えて『丸 

ごと』つながることで住民一人ひとり 

の暮らしと生きがい、地域をともに創 

っていく社会の実践が図られています。 
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【本計画における指標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 

 

  現  況 
 

 

 目  標 

 

時点 達成時期 

 

北海道福祉人材センターの支援

による介護職員の就業者数(年間) 

 

143 人 

 

230 人   

（見込） H29  H37 

 

地域の包括的な支援の核となる

人材養成数 

 

   115市町村 

 

全市町村に 1 名以上 

 H29  H35 

 

災害ボランティアセンター設置・

運営マニュアル策定市町村 

 

27 市町村 

 

全市町村 

 H29 
 

H31 

 

市町村福祉避難所の指定状況  

 

144 市町村     

 

全市町村 

 H28  H31 

 

市町村地域福祉計画策定市町村   

 

90 市町村 

 

全市町村  

 H29  H32 

 

共生型地域福祉拠点設置市町村 

 

147 市町村        

 

全市町村  

 H28   H31 
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第 4 章 計画の推進    
（１）計画の推進 

  〇  この計画の推進に当たっては、道民の皆さまの理解と協力、さらには地域福祉に関

する取組への積極的・主体的な参加が不可欠なことから、ホームページ等の様々な媒

体を活用し、全ての道民がこの計画の趣旨を共有できるよう努めます。 

 

（２）市町村との連携 

   〇  地域福祉の取組を推進する上では、住民に最も身近な市町村が策定した地域福祉計 

画に基づく取組が基本となることから、道は、これを支援しつつ、より広域的かつ専 

門的な観点から取組を進めるなど、市町村との緊密な連携と適切な役割分担の下、計 

画を推進します。 

 

（３）庁内における横断的連携体制の確保 

  〇  道庁内関係部署で構成する庁内連携会議において、高齢者や障がい者等の福祉分野 

に共通する指標の進捗管理や必要に応じた課題の共有、取組の調整等を図るなど、分 

野横断的な連携体制を確保します。 

 

 

 

 

〇  この計画の主な施策の内容や取組方法等については、「計画策定」・「実行」・「評価」・ 

「改善」（PDCA）のサイクルに基づく点検手法による進行管理を行います。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〇  また、この計画に定める取組の推進状況については、北海道社会福祉審議会等に報

告するなどして、幅広く地域福祉に関する情報・意見を求めながら、効果的・効率的な

地域福祉施策の展開を図ります。 

１ 計画推進の手立て 

２ 計画の進行管理等 

P 
Plan（計画策定） 

A 
Action（見直し・改善） 

D 
Do（施策・事業の実行） 

C 
Check（推進状況の点検・評価） 
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結  び    ～ 北海道地域福祉支援計画の検討にあたって   
この度の「北海道地域福祉支援計画」を策定するにあたり、北海道社会    福祉審議会に計画専門分科会を設置し、その中で、様々な分野の異なる立    場の委員が、各々、地域の現状等について意見を交えるなど、検討を進めて    まいりました。   
この計画の検討にあたっては、近年の少子高齢・人口減少社会が進展し、 

様々な担い手が不足していることに加え、福祉ニーズが多様化・複雑化する 
中で、福祉・介護分野で働く人の育成・確保はもとより、かつての地域や家族 
同士の助け合いにより支えてきたつながりを再構築し、互いに支え合って暮らす 
地域や支え合う仕組みづくりに着目した内容としたほか、北海道という非常に 
広域にわたる地域をどのように捉え、本道が抱える課題やそれに対する地域特 
性を活かした福祉をどのように進めていくかといった、「北海道らしさ」についても 
議論が及びました。  
こうした議論を踏まえ、計画の中では、本道が非常に広域で、施設や人材 

などの社会資源が偏在しているほか、人口が１万人に満たない市町村が７割 
近くある中で、単独の市町村では取組が困難な人材育成などの施策につい 
て、道が広域的な視点で支援を図ることとしたほか、地域福祉を進める上で支 
援の核となる人材を養成すること、また、自然や文化、食などが豊富で、多彩 
な資源がある本道の魅力や地域のブランド力を最大限に活かし、福祉に限ら 
ず、こうした分野ともつながり、地域福祉が幅広く展開されるようにとの思いを本 
文に盛り込んでおります。     
最後に、この計画が市町村の地域福祉の指針となり、道による広域的な支 

援のもと、各地域の特性に合わせた取組が分野横断的に展開されるとともに、 
道民の皆さま一人ひとりに計画の趣旨を理解いただき、主体的に参加いただく 
ことにより、支え合い、共に生きる地域づくりが図られていくことを切に願っておりま 
す。  

北海道社会福祉審議会 
地域福祉支援計画専門分科会委員一同 
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資 料 編 
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◇ 計画専門分科会委員名簿 ◇ 
 

【平成 29年４月就任／平成 30年３月現在】 

注）区内五十音順・敬称略 
     

区 分 所属・職 氏 名 備考 

 

 

 

高齢・障がい・児

童・その他の福

祉に関する共通

事項 

 

北星学園大学社会福祉学部 

教授 

岡田 直人 

 

 

北星学園大学社会福祉学部 

教授 

栗山 隆 
 

分科

会長 

藤女子大学人間生活学部 

教授 

橋本 伸也  

（一社）北海道医師会 

副会長 

藤原 秀俊  

 

福祉人材養成・

確保 

（社福）北海道社会福祉協議会 

副会長 

太田 眞琴  

（公益社団）日本介護福祉士養成施設協会 

北海道事業部 理事 

本間 美幸  

福祉ｻｰﾋﾞｽの適切利

用推進･基盤整備 

（特非）ワーカーズコープ北海道事業本部 

副本部長 

下村 朋史  

市町村が行う

「我が事・丸ご

と」への支援 

（社福）ゆうゆう 

理事長 

大原 裕介 

 

 

（公益財団）北海道民生委員児童委員連盟 

会長 

本田 晴子  

（社福）三草会 

札幌市東区第二地域包括支援センター 

施設長 

村山 文彦  
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◇ 計画の策定経過 ◇ 
 

年 月 内  容 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 

成 

29 

年 

 

 

 

 

 

６月 

 

 

 北海道社会福祉審議会計画専門分科会設置 

 

 

 第１回計画専門分科会（計画策定に係る論点等） 

 

  

第1回北海道社会福祉審議会（計画策定の報告） 

 

 

８月 

 

 第２回計画専門分科会（計画（骨子）等） 

 

 

 

10月 

 

 

 

 

第３回計画専門分科会 （計画（素案）） 

 

 

第１回北海道地域福祉支援計画（仮称）庁内連携会議 

 

 

12月 

 

 

 

 

 道民意見募集（パブリックコメント）  

 ［期 間：平成29年12月8日～平成30年1月9日］ 

 

 

 市町村、関係団体等への意見照会 

 

 

平 

成 

30 

年 

 

 

 

１月 

 

 第４回計画専門分科会（計画（案）） 

 

 

２月 

 

 

第２回北海道社会福祉審議会（計画（案）の報告） 

 

 

３月 

 

 

 計画策定 
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◇ 各施策別計画等の概要 ◇ 
  

 
名称      

  
北海道福祉のまちづくり指針 
 

計画の趣旨 

 

 

 すべての道民が等しく自由に行動し、様々な分野に社会参加していく機

会を等しく持つことができるよう、その基盤となる、建物や道路などの公

共的な施設や公共交通機関、生活に必要な情報、サービス等を円滑に利用

できる「福祉のまちづくり」を進めるための指針 

策定根拠 

指針 等 

 【根拠】北海道福祉のまちづくり条例第８条（指針の策定） 

 

計画期間   平成 10年度から 

登載事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 指針策定の趣旨 

    （道、市町村、事業者及び道民が、それぞれの役割に応じて取り

組むための指針）  

第２章 指針の性格 

   （条例第８条に基づき、それぞれの行動メニューなどの提示とそ

の実践について呼びかけるもの） 

第３章 福祉のまちづくりが目指す基本的視点 

     （ノーマライゼーション理念の浸透、バリアフリー社会の実現） 

  第１節 福祉のまちづくりの基本方向 

         生活者重視の福祉のまちづくり、思いやりとふれあいの

ある福祉のまちづくり、連携と参加による福祉のまちづ

くり 

  第２節 道、市町村、事業者及び道民の役割等 

        道の役割、市町村の役割、事業者の役割、道民の役割 

  第３節 福祉のまちづくりに関する施策の推進 

        福祉のまちづくりの気運の醸成、有機的連携による福祉

のまちづくり、公共的施設等の整備の方向性 

主な指標 － 

他計画との関連 －                    
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名称      
  

北海道ホームレス自立支援等実施計画 
 

計画の趣旨  ホームレスの自立支援や生み出さないための対策などを定める計画 

策定根拠 

指針 等 

 

 

【根拠】「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」第９条第１項に 

基づく計画 

【指針】「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」第９条第１項に 

基づく【厚生労働大臣及び国土交通大臣が定める基本方針】 

「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」 

 

計画期間  平成 26年度から平成 30年度の５年間（第３次） 

登載事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１ 実施計画の策定に当たって 

    実施計画の目的（基本目標）、実施計画の位置付け、実施計画の期

間 

 第２ ホームレスの現状 

    全国のホームレスの現状、北海道におけるホームレスの現状 

 第３ ホームレスの自立支援等対策の推進施策（方向性） 

        基本的な考え方 

        施策の体系 

        課題別対策の推進施策（方向性） 

           就業の機会の確保 

           安定した居住の場所の確保 

           保健・医療の確保 

           生活に関する相談及び指導 

           緊急に行うべき援助及び生活保護法による保護の実施 

          人権擁護 

           地域における生活環境の改善 

           民間団体との連携の推進 

           ホームレスを生み出さない地域社会づくり 

 第４ 実施計画の進め方 

 第５ ホームレス問題が顕在化していない市町村における取組 

 第６ 市町村における対応 

    市町村におけるホームレス自立支援等対応フロー、市町村における 

ホームレス自立支援等対応要領、様式（情報受理票・訪問調査記録

票） 

 用語解説 

 資料編       

 

主な指標 － 

他計画との関連 － 
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名称      

  
北海道高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画 

 

計画の趣旨 

 

 

 

 地域の実情や課題、今後取り組むべき施策等を「見える化」した上で、平

成３７年を見据えた中長期的な視点に立って、地域における共通の目標を設

定し、計画期間内に必要となるサービスの見込量を示すとともに、道が取り

組むべき方策を明らかにし、計画に定める目標の実績評価やその公表に努め

るなど、地域包括ケアシステムの推進を目指す計画 

策定根拠    

指針 等 

 

 

 

【根拠】老人福祉法第 20条の９に基づく都道府県老人福祉計画 

    介護保険法第 118条に基づく都道府県介護保険事業支援計画 

【指針】第７期介護保険事業計画の作成に併せた老人福祉計画の見直しに 

ついて、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するため 

の基本的な指針 

計画期間     平成 30年度から平成 32年度までの３年間（第７期）  

登載事項    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１ 計画の基本的事項 

    計画策定の趣旨、計画書の全体構成、計画の位置づけ等、高齢者保

健福祉圏域の設定、日常生活圏域の設定状況、計画策定体制と経緯

等 

 第２ 高齢者等の現状と将来推計 

    高齢者等の現状、要介護者等の現状と推計 

 第３ サービス提供体制の現状と評価 

    介護給付等対象サービス、介護給付等対象外サービス 

 第４ 計画推進のための基本的事項 

    基本テーマ、基本的目標、計画推進の基本方針 

 第５ サービスの量の見込みと基盤整備 

    サービスの量の見込み、介護給付等対象サービス（介護給付）の量 

の見込み、介護給付等サービス（予防給付）の量の見込み、地域支

援事業、介護給付等対象外サービスの量の見込み、必要入所（利用）

定員総数等 

 第６ 計画推進のための具体的取組 

    介護サービス提供基盤の整備、人材確保策の充実、サービスの質の

確保・向上、在宅医療・介護連携の推進、認知症施策の推進、高齢

者のニーズに応じた多様な住まいの確保、介護予防・生活支援サー

ビスの充実、健康づくりの推進、社会参加の促進、高齢者の権利擁

護、世代間の協力体制の構築、就業機会の拡大、制度の公正な運営、

低所得者対策の充実、給付と費用の適正化の推進、適切な事業者指

導と経営支援、計画の推進管理 

主な指標 

 

必要入所（利用）定員総数、サービスの量の見込み、市町村による自 

立支援等への支援、市町村による適正化への支援、介護人材等の確保 

に向けた目標等 

他計画との関連 

 

 ◯「北海道地域福祉支援計画」、医療介護総合確保促進法に基づく「北海

道計画」、「北海道医療計画」、「北海道障がい福祉計画」、「北海道医療費

適正化計画」、「北海道健康増進計画」、「北海道住生活基本計画、「北海

道高齢者居住安定確保計画」等と整合性を図る 
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名称 
      

  

北海道障がい者基本計画 

計画の趣旨 

 

 「希望するすべての障がい者が安心して地域で暮らせる社会づくり」を基

本的な目標とし、障がい者施策の基本的な方向と主要施策を示す計画 

策定根拠 

指針 等 

【根拠】障害者基本法第 11 条第２項に定める都道府県障害者計画 

 

計画期間  平成 25年度から平成 34年度までの 10 年間（第２期） 

登載事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総論 

        基本的な考え方 

       計画策定の趣旨、計画見直しの基本的な考え方、計画の性格

及び位置付け、計画の期間、対象とする障がい者の範囲、障

がい保健福祉圏域、計画の目標及び体系 

        障がいのある人の状況 

障がいのある人の現状、障がいのある人を取り巻く環境の変

化と課題 

第２章 施策の方向と主要施策 

 第１節 地域生活の支援体制の充実 

       生活支援、保健・医療 

  第２節 自立と社会参加の促進 

        療育・教育、就労支援、社会参加 

  第３節 バリアフリー社会の実現 

         差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止、生活環境、

情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

第３章 計画の推進等 

         計画推進のための実施計画、計画の推進管理 

用語の解説 

主な指標  実施計画である「北海道障がい福祉計画」に記載 

 

他計画との関連  ◯「北海道総合計画」、「北海道地域福祉支援計画」と整合性を図る 
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名称 
      

  

北海道障がい福祉計画 

計画の趣旨 

 

 

 「希望するすべての障がい者が安心して地域で暮らせる社会づくり」を基

本テーマとして目指し、障がいのある人が自立した日常生活及び社会生活を

営むことができるよう、地域において必要な障害福祉サービス等及び障害児

通所支援等が計画的に提供されるための実施計画 

策定根拠 

指針 等 

 

【根拠】 障害者総合支援法第 89 条第１項に定める都道府県障害福祉計画 

【指針】 障害福祉サービス等及び障害児通所支援事業等の円滑な実施を確

保するための基本的な指針 

計画期間  平成 30年度から平成 32年度までの３年間（第５期） 

登載事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１ 計画の基本的事項 

    計画策定の趣旨と目的、計画の位置付け、区域の設定、計画策定体

制と経緯等 

 第２ 障がいのある人の現状等 

    障がいのある人の現状、サービス提供体制の現状と評価、主なサー

ビス提供基盤の整備状況 

 第３ 計画推進のための基本的事項 

    平成 32 年度に向けて目指す方向、第５期障がい福祉計画推進の基

本方針 

 第４ 計画推進のための具体的な取組 

     北海道障がい者条例の施策の推進、権利擁護の推進、地域生活支援

体制の充実、意思疎通支援・情報提供の充実、サービス提供基盤の

整備、障がい児支援の充実、発達障がいのある人や医療を必要とす

る人等への支援、精神保健福祉・医療施策の充実、就労支援施策の

充実・強化、人材の養成・確保及びサービスの質の向上、安全確保

に備えた地域づくりの推進 

 第５ 計画の推進管理 

    制度の円滑な推進、計画の推進管理 

 第６ 平成 32年度の成果目標 

    福祉施設の入所者の地域生活への移行目標、精神障がいにも対応し

た地域包括ケアシステムの構築に係る目標、地域生活支援拠点の整

備目標、福祉施設から一般就労への移行目標、障がい児支援の提供

体制の整備目標、医療的ケア児等支援のための関係機関の協議の場

の設置 

 第７ サービス量の見込みと基盤整備 

    サービス量の基本的な考え方、居住系サービス、日中活動系サービ

ス、訪問系サービス、障害児通所支援等、障害児入所施設、相談支

援、発達障害者支援センターによる支援、地域生活支援事業（道事

業）の必要見込量、地域生活支援事業（市町村事業）の必要見込量、

圏域ごとのサービス量の見込み 

 資 料 

主な指標  地域生活移行者数、地域生活支援拠点の整備数、福祉施設から一般就労へ

の移行者数、児童発達支援センターの設置数 

他計画との関連  ◯「北海道障がい者基本計画」の実施計画として位置付け 

 ◯「障がい者就労支援推進計画」、「北海道障がい児福祉計画」を包含 

 〇 その他法律の規定による計画であって、障がい者等の福祉に関する事

項を定める計画 
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◇ 用語解説 ◇ 

ア行 

〇  アクティブシニア 

  定年退職後にも自分なりの価値観を持ち、趣味や様々な活動に意欲的に取り組むシニア層 

 

カ行 

〇 共生型コーディネーター 

  地域に起こる複合的な福祉分野の課題に対し、福祉関係者をはじめ、地域の様々な資源や

住民を巻き込んで解決へのアプローチを探る視点とスキルを持った人材 

 

〇 共生型サービス 

  平成３０年の介護・障害報酬改定において創設し、介護保険と障害福祉のいずれかの指定

を受けた事業所がもう一方の制度における指定を受けやすくするサービス 

 

〇 共生型地域福祉拠点 

  高齢者や障がいのある方、子どもなどが地域住民と共に集い、互いに支え合う取組の実践 

の場 

 

  〇 後期高齢化率 

  ７５歳以上人口（後期高齢者人口）の総人口に占める割合 

 

〇 高齢化率 

  ６５歳以上人口（高齢者人口）の総人口に占める割合 

 

〇 高齢者虐待防止・相談支援センター 

  高齢者やその家族等の虐待相談に応じるとともに、市町村の相談体制を支援するなど、高

齢者虐待への対応・支援・防止に取り組むことを目的に設置された機関 

 

〇 心のバリアフリー 

  誰もが、支援を必要とする方々の自立した日常生活や社会生活を確保することの重要性に

ついて理解を深め、自然に支え合うことができるようにすること 

 

サ行 

〇 「災害時における高齢者・障がい者等の支援対策の手引き」 

  災害時に高齢者や障がいのある方等の特に配慮を要する方々への支援について、一層の促

進を図ることを目的に、平成 26年 3月に道で作成した手引き 

 

〇 災害ボランティアセンター 

  主に災害発生時のボランティア活動を効率よく運営するための機関 

 

〇  持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals:ＳＤＧｓ） 

   2015年９月に国連で採択された、先進国を含む 2030年までの国際社会全体の開発目標 

17のゴール（目標）とその下位目標である 169 のターゲットから構成（目標：貧困の撲滅、

ジェンダー平等、食料安全保障、水・衛生の持続可能な管理、持続可能な都市、気候変動へ

の対処、生物多様性など） 

 

〇 市町村地域福祉計画 

  社会福祉法に基づき、地域福祉の推進を目的として、地域における福祉サービスの適切な

利用の促進や社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び地域福祉に関する活動への住民参

加の促進等について、市町村が策定に努めることとされている計画 
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〇 社会的孤立 

  家族や地域社会との関係が希薄で、他者との接触がほとんどない状態 

 

〇 「障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会」 

  「北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び障がい児が暮らしやすい地

域づくりの推進に関する条例（北海道障がい者条例）」に基づき設置され、市町村等と連携

し、障がいのある方が受けた差別や虐待などの解決に向けた協議・あっせんを行う機関 

 

〇 障がい者権利擁護センター 

  障がいのある方に関し、使用者による虐待の通報や届出の受理のほか、市町村が行う虐待

防止対策への支援、予約制による医師や弁護士による定期の専門相談などを行う機関 

 

〇 自立支援プログラム 

  生活保護の被保護世帯の抱える問題の複雑化や被保護世帯の増加に伴い、これまでの被保

護者に対する経済的給付を中心とする制度から、実施機関が組織的に被保護世帯の自立を就

労や生活管理等の面からも支援する制度に転換することを目的として、国が平成 17年度から

導入を促進している制度 

 

〇 制度の狭間 

  既存の諸制度ではカバーされない領域 

 

〇 成年後見制度 

  認知症、知的障がい、精神障がい等の理由で判断能力の不十分な方々を保護し支援する制

度であり、大きく「法定後見制度」と「任意後見制度」に分かれる 

  「法定後見制度」においては、家庭裁判所によって選ばれた成年後見人等が本人の利益を

考えながら、本人を代理して契約等の法律行為等をするもので、「任意後見制度」は、本人が

十分な判断能力があるうちに、将来に備えてあらかじめ自ら選んだ代理人に自分の生活や財

産管理等の事務について代理権を与える契約を結ぶもの 

 

〇 セーフティネット 

  網の目のように救済策を張ることで、全体に対して安全や安心を提供するための仕組み 

 

〇 潜在的有資格者 

  社会福祉士や介護福祉士等の資格を有しながら、福祉・介護分野で就労していない方 

 

タ行 

〇 地域共生社会 

  制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域

の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』

つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会 

 

〇 地域生活定着支援センター 

  高齢又は障がいにより、自立が困難な矯正施設を退所した人に対し、保護観察所と協議し

て、退所後直ちに福祉サービス等につなげ、地域生活に定着を図る事業を行う機関 

 

〇 地域福祉実践計画 

  市町村社会福祉協議会が中心となり推進する活動の実践計画である「地域福祉活動計画」

と市町村社会福祉協議会の組織、運営、経営の強化計画である「社協発展強化計画」の２本

の計画で構成され、「わがまちの社協がどのような福祉のまちづくりをめざしているのか」を

地域住民に明らかにするもの 

 

 〇 地域包括ケアシステム 

   団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・
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予防・生活支援が一体的に提供される地域の包括的な支援・サービスの提供体制 

 

 〇 特定分野別計画 

   北海道行政基本条例第７条第４項に基づき、総合計画が示す施策の基本的な方向に沿って

策定し、推進する特定の分野における施策の基本的な方向等を明らかにする計画 

 

 ハ行 

 〇 バリアフリー 

   高齢者や障がいのある方、妊産婦、傷病者等が、日常生活や社会生活をしていく上で障壁

（バリア）となるものを除去（フリー）するという考え方 

 

 〇 避難行動要支援者 

   災害が発生し、又は災害が発生する恐れがある場合に自ら避難することが困難な方で、そ

の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、特に支援を要する方 

 

 〇 避難行動要支援者名簿 

   災害対策基本法に基づき、避難行動要支援者の避難の支援、安否確認その他の生命又は身

体を災害から保護するために、必要な措置を講ずるための基礎とする市町村長が作成するこ

ととなる名簿 

 

 〇 福祉・介護職員 

   介護支援専門員や地域包括支援専門員などを含む福祉・介護分野で働く職員 

 

 〇 福祉人材センター 

   社会福祉法に基づき、福祉分野で働きたい求職者と人材を求める事業所を結びつける無料

職業紹介や就労希望者に対する説明会・講習会の開催、事業者の管理者に対する人材確保相

談等を実施する知事の指定を受けて設置・運営している機関 

 

 〇 福祉避難所 

   大規模な地震、風水害等の自然災害により家屋等が被害を受けた場合に、一般の避難場所

における生活が困難な要配慮者の避難支援活動を円滑に行うために社会福祉施設等に設置す

る避難場所 

 

 〇 福祉有償運送 

   ＮＰＯ法人等が要介護者や身体障がい者等の会員に対して、実費の範囲内で、営利とは認

められない範囲の対価によって、乗車定員 11 人未満の自動車を使用して、原則としてドア・

ツー・ドアの個別輸送を行うもの 

 

 〇 福祉用具 

   障がいのある方の生活・学習・就労と高齢者、傷病者の生活や介護、介助の支援のための

用具、機器 

 

〇 ヘルプカード 

   障がいのある方等が困ったときに助けを求めるためのカード 

 

 〇 ヘルプマーク 

   義足や人工関節を使用している方、内部障がいや難病の方、又は妊娠初期の方等が身につ

けることで、外見から分からなくても援助や配慮を必要としていることを周囲に知らせ、援

助を得やすくするためのマーク 

  

 〇 ホームレス 

   都市公園、河川、道路、駅舎、その他の施設を故なく起居の場所とし、日常生活を営んで

いる者として、「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」において規定される者 
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 〇 北海道福祉サービス運営適正化委員会 

   社会福祉、法律、医療などの 12 名の専門家で構成される公正・中立な第三者的立場から、

福祉サービスに関する苦情解決や福祉サービス利用援助事業の適切な運営確保を行う機関 

 

 〇 北海道福祉のまちづくり条例 

   障がいのある方や高齢者、妊産婦など、行動に制限を受ける方々が自由に行動し、様々な

分野に社会参加していく機会を等しく持つことができるよう、その基盤となる、建築物や道

路などの公共施設、公共交通機関、生活に必要な情報を円滑に利用できる「福祉のまちづく

り」を進めていくため、道、事業者及び道民の責務や整備基準、公共的施設の新築、増改築

等に際しての届出等について定めた条例 

 

 マ行 

 〇 民生委員・児童委員 

   厚生労働大臣から委嘱され、地域で住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、

社会福祉の増進に努める方々であり、民生委員は児童委員を兼ね、児童委員は地域の子ども

たちの見守りや子育て不安等の相談支援等を行う。一部の児童委員は児童に関することを専

門に担当する主任児童委員の指名を受けている 

 

 ヤ行 

 〇 有効求人倍率 

   有効求職者数に対する有効求人数の比率 

 

 〇 ユニバーサルデザイン 

   全ての人が利用しやすいように考慮された製品、建物、環境等のデザイン 

 

 〇 要配慮者利用施設 

   社会福祉施設、学校、医療施設やその他の主として防災上の配慮を要する方が利用する施

設 
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